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豚コレラ等発生防止に係る要望書
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始

福　

島　

賢　

一

周　

藤　

雅　

彦
職員の分限に関する条例の一部を改正
する条例案
一般職の職員の給与に関する条例の一
部を改正する条例案
桐生市職員退職手当支給条例の一部を
改正する条例案
桐生市消防団条例の一部を改正する条
例案
桐生市市税条例等の一部を改正する条
例案
桐生市市営住宅条例の一部を改正する
条例案
桐生市下水道条例の一部を改正する条
例案
桐生市水道事業給水条例の一部を改正
する条例案
桐生消防署東分署建設建築主体工事請
負契約の締結について
桐生市印鑑条例の一部を改正する条例
案
令和元年度桐生市一般会計補正予算
（第2号）
令和元年度桐生市介護保険事業特別会
計補正予算（第2号）
平成30年度桐生市歳入歳出決算の認
定について
平成30年度桐生市水道事業会計未処
分利益剰余金の処分について
平成30年度桐生市水道事業会計決算
の認定について
副市長の選任につき同意を求めること
について
令和元年度桐生市一般会計補正予算
（第3号）
教育委員会委員の任命につき同意を求
めることについて
地方財政の充実・強化を求める意見書
案

令和元年 第３回 定例会 議 案 と 結 果 ○：賛成　×：反対　△：退席　－：除斥　欠：欠席

豚コレラワクチンについて、群馬県における
早期接種の実施
豚コレラワクチン接種費用の補助
豚コレラは人間には感染しないことの周知徹
底と風評被害の防止

群馬県境の消毒ポイントにおける畜産関係車
両の消毒の徹底

アフリカ豚コレラへの水際対策として、検疫
強化の徹底

市議会は、次の要望書を群馬県知事に送付しました。

　豚コレラ対策については、 迅速な各種補助事業の実施をご英断いただき、 深く感謝申し上げます。

　さて、 昨年９月に岐阜県で豚コレラが発生して以降、 現在１０府県で感染が確認されており、 ９月１３日には関東での

初感染が、 １０月３日には群馬県においても野生イノシシから豚コレラの抗体陽性が確認されるなど、 感染区域は拡大の

一途を辿っており、 未だ終息の気配すら見られません。 中国及びその周辺国で蔓延しているアフリカ豚コレラも、 ９月

には韓国で初感染が認められるなど、 桐生市養豚農家からは不安の声が上がっています。

　ひとたび桐生市に特定家畜伝染病が入ってしまうと、 全養豚農家が搬出制限区域内に入ってしまい、 清浄確認される

までの間は経済活動がストップしてしまうなど、 壊滅的な打撃を受けてしまいます。 予防対策を万全にするためにも、

国が下記の措置を講ずることを強く要望致します。

　以上、 畜産県知事としての発信をお願いいたします。

記
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この定例会では、請願１件の審査を行い、その結果、
閉会中の継続審査となりました。

◎継続審査となった請願
付託委員会

総務委員会

受理番号 件　　　　　　名

第１号

「『核兵器禁止条約の署名・
批准を求める』意見書」を
政府にあげる事の採択を
求める請願

この定例会では、次の意見書を可決し、内閣総理大臣ほかに送付しました。

意
見
書

　地方自治体は、 子育て支援策の充実と保育人材の確保、 高齢化が進行する中での医療 ・介護などの社会保

障への対応、地域交通の維持など、果たす役割が拡大する中で、人口減少対策を含む地方版総合戦略の実行や、

大規模災害を想定した防災 ・減災事業の実施など、 新たな政策課題に直面しています。

　一方、 地方公務員をはじめとした公的サービスを担う人材が限られる中で、 新たなニーズへの対応と細やかな

公的サービスの提供が困難となっており、 人材確保を進めるとともに、 これに見合う地方財政の確立を目指す必

要があります。

　しかし、 一般財源総額の増額分も、 保育の無償化などの国の政策に対応する財源を確保した結果であり、 社会保障費

関連をはじめとする地方の財政需要に対応するためには、 さらなる地方財政の充実 ・強化が求められています。

　このため、 2020 年度の政府予算と地方財政の検討にあたっては、 歳入 ・歳出を的確に見積もり、 人的サービスとしての社会

保障予算の充実と地方財政の確立を目指すことが必要です。 このため、 政府に以下の事項の実現を求めます。

記

地方財政の充実・強化を求める意見書

【提出先】〇内閣総理大臣　　〇総務大臣　　〇財務大臣　　〇文部科学大臣　　〇厚生労働大臣 　あて

請願の審査結果

　社会保障、災害対策、環境対策、地域交通対策、人口減
少対策など、増大する地方自治体の財政需要を的確に把握
し、これに見合う地方一般財源総額の確保を図ること。

　子ども・子育て支援新制度、地域医療の確保、地域包括
ケアシステムの構築、生活困窮者自立支援、介護保険制度
や国民健康保険制度の見直しなど、急増する社会保障ニー
ズへの対応と人材を確保するための社会保障予算の確保及
び地方財政措置を的確に行うこと。とりわけ、保育の無償
化に伴う地方負担分の財源確保を確実に図ること。

　地方交付税における「トップランナー方式」の導入は、
地域によって人口規模・事業規模の差異、各自治体における
検討経過や民間産業の展開度合いの違いを無視して経費を
算定するものであり、廃止・縮小を含めた検討を行うこと。

　「まち・ひと・しごと創生事業費」として確保されている
1兆円について、引き続き同規模の財源確保を図ること。

　2020年度から始まる会計年度任用職員の処遇改善のた
めの財源確保を図ること。

1

2

3

4

5

　森林環境譲与税の譲与基準については、地方団体と協
議を進め、林業需要の高い自治体への譲与額を増大させ
るよう見直しを進めること。

　地域間の財源偏在性の是正のため、偏在性の小さい所
得税・消費税を対象に国税から地方税への税源移譲を行
うなど、抜本的な解決策の協議を進めること。

　地方交付税の財源保障機能・財政調整機能の強化を図
り、市町村合併の算定特例の終了を踏まえた新たな財政
需要の把握、小規模自治体に配慮した段階補正の強化な
どの対策を講じること。

　依然として4兆円規模の財源不足があることから、地方
交付税の法定率を引き上げ、臨時財政対策債に頼らない
地方財政を確立すること。

　自治体の基金残高を、地方財政計画や地方交付税に反
映させないこと。

6

7
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9
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以上、地方自治法第99条の規定により、意見書を提出します。


